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Ⅰ 兵庫県の概観



兵庫県の立地環境と人口・経済・財政基盤
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製造品出荷額等製造品出荷額等

15兆6,659億円
平成29年度

全国
第５位

県税収入額（※1）県税収入額（※1）

7,988億円 8,033億円
平成29年度(決算) 平成30年度(決算)

全国
第7位

県内総生産（名目）県内総生産（名目）

20兆4,949億円
平成27年度

全国
第６位

標準財政規模（※2）標準財政規模（※2）

10,560億円 10,558億円
平成29年度(実績) 平成30年度(実績)

全国
第7位

人口と人口増減率人口と人口増減率

546万人
平成31年1月1日現在

住民基本台帳人口【日本人】

▲0.43%
平成31年1月1日現在

(平成30年1月1日現在との比較)
※全国ベース ▲0.35％

全国
第7位

全国
第10位

※1 地方法人特別譲与税を含む
地方法人特別譲与税：地域間の税源偏在を是正するため、法人事業税(県税)の一部を地方法人特別税(国税)として徴収した後、都道府県に地方法人特別譲与税として再配分

※2 標準財政規模：地方公共団体の標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源の規模を示すもの(標準税収入額等に普通交付税を加算した額)



兵庫県の主な産品
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全国1位の主な工業製品 (金額数値は出荷額等）

肉製品 コーヒー

全国1位の農林水産物

9.8%

100,714百万円

全国シェア

しらす いかなご ずわいがに

食パン

マーガリン

28,558百万円 51,058百万円

全国シェア

22.3%

26.5%

全国シェア 全国シェア

神戸市

13,478円

漁獲高 12,608t 漁獲高 11,082t

全国 9,019円

全国シェア

漁獲高 1,016t

清酒
（濁酒を含む）

104,344百万円

全国シェア

24.0%

検査数量 28,217tガス風呂釜
(バーナー付の一体のものを含む)

蒸気機関・タービン・
水力カービンの部分品・

取付具・附属品
コンクリート機械 リチウムイオン

蓄電池

60,182百万円

全国シェア

90.1%

162,487百万円

全国シェア

70.2%

15,896百万円

全国シェア

196,875百万円

全国シェア

38.8%39.8%

作業用革手袋
(合成皮革製を含む)

なめし革製書類入かばん・
学生かばん・ランドセル 18リットル缶 手引のこぎり

1,197百万円

全国シェア

81.3%

8,878百万円 14,610百万円

23.1%

5,312百万円

全国シェア

65.4% 全国シェア

マッチ 釣針 手延べそうめん かばん

清酒
（濁酒を含む）

1,519百万円

全国シェア

90.3%

11,313百万円

全国シェア

15,494百万円

全国シェア

41.7%79.1%

19,946百万円

全国シェア

104,344百万円

全国シェア

24.0%

32.8%

全国1位の主な地場産業 (金額数値は生産金額）

※ 工業振興課
「全国的に主要な地位を占める地場産業」(平成27年)

※ 総務省統計局
「家計調査(二人以上の世帯)品目別
都道府県庁所在市別ランキング
(平成27～29年平均)」

※ 総務省・経済産業省
「平成28年経済センサスー活動調査 品目編」

※ 農林水産省
「平成28年産米の農産物検査結果」
「平成28年漁業・養殖業生産統計」

精製脂肪酸 ワックス ゴム製履き物用品 成牛甲革

10,277百万円

54.6%

13,716百万円

51.5%

2,063百万円

42.9%

20,832百万円

59.2%

全国1位の家計支出品目
船用

ディーゼル機関
貴金属・

宝石製装身具附属品、
同材料加工品、同細工品

畳、畳床 線香類

105,085百万円

全国シェア

37.4%

18,249百万円

全国シェア

61.5%

4,289百万円

全国シェア

12.5%

11,401百万円

全国シェア

40.2%

全国シェア 全国シェア 全国シェア 全国シェア

全国シェア

19.8% 24.5%53.8%

全国シェア

35.4%

29.7%

全国シェア

WAX

酒米



兵庫五国連邦（U5H）プロモーション
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兵庫県を構成する、摂津（神戸・阪神）、播磨、丹波、但馬、淡路の五国の地域性や内面的な個性・違いを切り口に、
県民みんなの声で地域の魅力を再発見していく取り組み
県民が他の地域を互いに理解することによって、五国一つ一つを認識するとともに、兵庫としてのまとまりを生み出していくことを
目的としています



Ⅱ 震災と行財政改革



阪神・淡路大震災の発生と復旧・復興
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阪神・淡路大震災 (参考)東日本大震災
発生日時 平成7年1月17日5：46 平成23年3月11日14：46
マグニチュード 7.3 9.0
地震型 直下型 海溝型
被災地 都市部中心 農林水産地域中心

津波 数10cmの報告あり 各地で大津波を観測
(最大波：相馬9.3m以上)

被害の特徴 建築物の倒壊
大規模火災

大津波により、沿岸部中心に
地区が壊滅

死者
行方不明者

6,434名
3名
(平成18年5月19日)

15,270名
8,499名
(平成23年5月30日)

住家被害(全壊) 104,906戸 102,923戸

阪神・淡路大震災 (参考)東日本大震災
災害復旧 一部自治体負担

自治体負担は
ほぼゼロ

復興交付金事業 一部自治体負担

その他
補助事業

社会基盤整備 一部自治体負担
市町村仮庁舎等 補助対象外

介護老人保健施設 補助対象外

被災者生活
再建支援金 制度なし

復興道路・復興支援道路 制度なし

震災による被害

単に震災前に回復するだけでなく、21世紀の成熟社会を拓く
「創造的復興」をめざし、交通ネットワークや産業基盤、芸術施設を整備。
現在ではこれが兵庫県の発展の礎となっている

震災後、県立芸術文化センターを
中核とした再開発を実施し、都市の
魅力向上。関西住みたい街ランキン
グ1位を6年連続で獲得

被災した川崎製鉄や神戸製鋼の工場
跡地を再開発
県立美術館・人と防災未来センター等
を整備
WHO・JICAなどの国際機関を誘致

復興財源負担

創造的復興

西宮北口駅前再開発西宮北口駅前再開発 HAT神戸HAT神戸

震災からの復旧・復興
復旧復興事業のため、1.3兆円の震災関連県債を発行するとともに、県債
管理基金を0.5兆円取り崩したことにより、本県財政に大きな爪痕を残した
震災関連県債の償還はなお10年程度要するが、残高・償還額ともに、
本県財政の圧迫要因から脱しつつある

△ 4,000

△ 2,000

0
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4,000
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H6 H8 H10 H12 H14 H16 H18 H20 H22 H24 H26 H28 H30 H32 H34 H36 H38 H40

元利償還額
元利償還額［震災関連］
発行額
発行額［震災関連］
残高［震災関連］

(億円)

償還

発行



兵庫県の行財政構造改革 ～震災後20年間の取組～

区 分 新行革プラン

策定時期 平成20年２月

計画期間 平成20年度～30年度

主
な
見
直
し
内
容
等

定員
[一般行政部門]

H19比 概ね△30％
(H19 8,279人→H30 5,795人)

給与

特別職(給与(知事△20％等)、
期末手当(知事△35％等)減額)
一般職(給与平均△８％)
※ H27から段階的に縮小

事務事業

H20～22 H19比△30％等
H23～25 前年比△10％
H26～30 前年比△10％
(施設維持費を除く)
※ 政策的経費は、個別に見直し

投資事業
本県の平成2・3年の中間水準に、地方財政計画の投資
事業の伸びを反映させた水準(補助1,200億、
単独700億)まで段階的に抑制。
その後も地財計画伸びにより算定。

計画策定時の
収支不足額

-1500

-1000

-500

0

500

1000
H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

組織

定員

本庁を全国最小規模5部体制に再編、地方機関事務所を2/3に再編

一般行政部門で3割削減(平成11年度対比では約4割削減)

一般行政部門における職員数の削減
一般行政部門で平成11年対比約4割削減。全国都道府県トップレベル
平成19年以降の削減率は全国都道府県トップ

84.4%

61.6%
81.1%

73.7%

60.0%
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2
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3
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0

兵庫県 都道府県合計

投資的経費の抑制
地方財政計画の水準に見直し(平成11年度対比で約6割削減)
行財政改革の推進を優先し、地震・津波対策や老朽化公共施設の
改修等、喫緊の課題に重点を置き、経費の抑制を図る

41.2%

44.5%

30.0%
40.0%
50.0%
60.0%
70.0%
80.0%
90.0%

100.0%

H1
1

H1
2

H1
3
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6
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7
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8
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9
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0
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1
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2
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3
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4
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5
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6

H2
7

H2
8

H2
9

H3
0

兵庫県 全国

事務事業数 2,728事業を廃止する一方、1,327の新規事業を創設

震災の復旧・復興に多大な負担を強いられてきた本県の行財政を健全化するため、平成12年度から行革に取り組んできた
直近では、平成20～30年度までの11年間「行財政構造改革の推進に関する条例」に基づく「新行革プラン」に従い、改革に
取り組んだ結果、累計で1兆3,453億円の効果額を生み出すことができ、収支均衡をはじめとする目標を達成した
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行財政改革目標の達成
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※１ 【 】書きは、教職員給与負担事務の政令市への移譲に伴う標準財政規模の縮減、借換債の前倒し発行による県債管理基金残高の増等の影響を考慮した場合の数値
※２ 県債残高(臨時財政対策債・減収補填債75％分除き)の〔 〕書きは、臨時財政対策債・減収補填債75％に加え、行革プラン期間中に発行した補正予算債の残高を除いた数値

区 分 H19決算 H30決算 H30－H19 平成30年度
までの目標 評価

収支均衡 △ 1,280 0 1,280
(改善)

収支均衡
≪改革期間後半≫ 着実に改革に取り組むことにより、1,280億円あった収支不足額を解消し、収支均衡を達成

プライマリーバランス
△ 226 687 913

(改善)
黒字

≪毎年度≫
起債発行の抑制などによりH20に黒字に転換して以降、毎年度黒字を確保し、
H30にはH19比で913億円改善

実質公債費比率
(単年度) 18.9% 14.2% △ 4.7%

(改善)
18%水準
≪H30≫

投資事業を削減し、公債費負担を抑制すること等により、H19比で4.7％改善し、
18％水準を達成

県 債 残 高
100.0% 83.8%

〔81.3%〕
△ 16.2%

〔△ 18.7%〕
(改善)

H19の80%水準
≪H30≫ 投資事業を削減し、県債発行を抑制すること等により、H19比で80％水準を達成

将来負担比率
272.3%

277.3%
【252.4%】

5.0%
【△ 19.9%】

(改善)

震災の影響を除く比率が
H19の全国平均水準

(250%水準)
≪H30≫

投資事業の削減や公社改革等に取り組み、将来負担額を縮減することにより、
H19比で15.7％改善し、250％水準を達成

県債管理基金
活用額 465 0 皆減

(改善)
ルール積立額の
概ね1/3以下
≪毎年度≫

着実に改革に取り組むことにより、毎年度ルール積立額の1/3以下に抑制し、
H29以降は活用なし

県債管理基金
積立不足率 58.5% 24.7% △ 33.8%

(改善)
H19の2/3(39.0%)水準

≪H30≫
毎年度の活用額の縮減やルール積田江tを着実に行うことにより、H19比で37.5％改善し、
H19の2/3水準(39.0％)以下に抑制

経常収支比率 103.5% 95.5% △ 8.0%
(改善)

90%水準
≪H30≫ 人件費や公債費の抑制により、H19比で8.2％改善し、90％水準を達成。

これにより財政の弾力性を確保
うち人件費 52.2% 36.8% △ 15.4%

うち公債費 25.6% 24.1% △ 1.5%

うち社会保障関係費等 25.7% 34.6% 8.9%

臨時財政対策債・
減収補填債75％分除き

臨時財政対策債・
減収補填債75％分除き

震災関連県債残高除き

(単位:億円・%)

行財政構造改革の期間中、リーマンショックによる急激な景気の悪化、国の財政健全化の取組や社会保障関係費の増加などの
厳しい財政環境の中にあっても、改革の絶えざる検証とフォローアップのもと改革を着実に推進し、平成30年度決算において、
収支均衡、実質公債費比率や県債残高など、新行革プランで定めた財政運営の目標(8つの指標)について、全ての指標で
目標を達成した



2019年度以降の行財政運営方針①
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策定趣旨

全庁を挙げて改革に取り組んだ結果、構造改革を成し遂げることができたが、
① 震災関連県債（約3,600億円）や行革期間中に収支不足を補うために発行した財源対策債(約2,900億円)の

償還がまだ残っている
② 国の骨太の方針により地方財政健全化の取組が強まっている など、今後も本県を取り巻く環境は厳しい状況が続く

このような中、今後も県民に信頼される適切な行財政運営を推進する枠組みとして「行財政の運営に関する条例」と
「兵庫県行財政運営方針」を策定した。

行財政の運営に関する条例 ［H30.10.3議決］ 兵庫県行財政運営方針 ［H30.10.5議決］

目的目的 基本方針基本方針

県民の参画と
協働による
県政の推進

持続可能な
行財政構造の

保持

選択と集中の
徹底

安全安心の
確保

すこやか兵庫の
実現に向けた
施策の推進

1

2

34

5

行革の成果を生かしつつ、県民の参画と協働を基調に適切な
行財政運営を実施

県民の参画と協働

行革の
成果

適切な行財政運営を実施



将来負担比率(震災関連残高除き)
:H28年度全国平均200%水準

臨財債除く県債残高比率(県債残高/標財規模)
:150％水準

協議不要基準にあたる18%未満を維持

毎年度の地方財政計画の一般財源総額に対する
地方債の割合以下を維持

2019年度以降の行財政運営方針②

主なフロー指標 主なストック指標
地方税、地方交付税等の一般財源に対する
新たな借金(県債発行額)の度合いを示したもの

借金返済額の大きさを標準財政規模(一般財源
の標準的規模)に対する割合で示したもの

これまで発行してきた県債のうち、返済が残っている
金額

10年間の目標

4.0%
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7.0%

8.0%

9.0%

2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028

県債依存度
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実質公債費比率
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20,000

30,000

40,000

50,000
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全体 臨財債除く

借金など抱えている負債の大きさを、標準財政
規模に対する割合で示したもの

200.0%
225.0%
250.0%
275.0%
300.0%
325.0%
350.0%

2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028

将来負担比率
震災関連県債残高除き

フローとストック両面の財政指標を設定し、10年間の目標を定め、収支均衡と将来負担の軽減を図る財政運営

県債依存度 県債残高

実質公債費比率 将来負担比率

新たな借金の減少や、経済成長率の上昇に伴い税収が
増加することで、低下していく見込み見込み 着実な借金の返済に伴い、70％程度を達成できる

見込み見込み

経済成長率の上昇に伴い利子が増加するが、税収も
増加することで18％未満を維持できる見込み見込み 着実な借金の返済に伴う県債残高の減少や税収が

増加することで200％程度を達成できる見込み見込み

10年間の目標

10年間の目標 10年間の目標
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健全化判断比率の状況(平成29年度)と兵庫県の見通し

実質公債費比率（％）

早期健全化基準 財政再生基準



Ⅲ 兵庫県の将来ビジョン



一体経営で利便性を向上

姫路港・東播磨港など30港
湾整備。海運の一大拠点県

① 産業立地促進補助金

全国で唯一補助限度額なし ⇒ 大規模案件にメリット！
② 最大3億円の雇用補助
③ 促進地域への進出に優遇措置を実施
④ 0.75%の低利融資制度で産業誘致を促進

主な産業政策～①「呼びこむ」(企業立地の促進)～

14

平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年

件数 65
(全国2位)

51
(全国2位)

47
(全国4位)

73
(全国2位)

56
(全国3位)

63
(全国3位)

面積
(ha)

74
(全国4位)

55
(全国4位)

44
(全国9位)

61
(全国2位)

51
(全国10位)

74
(全国4位)

※ 出典：「工場立地動向調査」（経済産業省）

近畿以東と中国四国
以西の陸上交通は
全て兵庫県を経由

大阪など、一大生産地・
消費地と近接

航空旅客数
関西国際

空港 約2,931万人

大阪国際
(伊丹)空港 約1,630万人

神戸空港 約319万人

※ 平成30年度実績

交通アクセスの優位性など良好な立地環境、優遇制度、物流インフラとしての産業交通基盤が充実
企業立地は件数・面積とも常にトップレベルの水準

活発な企業立地 物流インフラの充実

産業振興のための優遇制度

有利な立地環境
陸上輸送の交差点

大都市との近接

海運の玄関口 臨空県・兵庫

「設備投資額×3%」の補助

【30港湾の整備】
コンテナ取扱量 国内第2位
【神戸港】 【関西3空港一体運営】

高速道八連携軸
使用中の区間
事業中の区間
計画中の区間

高速自動車国道等

インフラの充実を武器に産業誘致を促進

経済効果額
(H25～H29年度)

直近5年間の補助金
交付額

直接的な
経済波及効果

17億円

1,843億円

基幹道路八連携軸

●●●●
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定期便数 ：1日60便（国内線）
運用時間 ：午前7時～午後10時
旅客数 ：約319万人

対象地域 小野市・市場地区（約40ha）
事業期間 平成28~令和3年度
分譲時期 令和元年度 一部開始予定

役割分担 兵庫県：産業団地の造成分譲
小野市：道路・上下水道・公園などの関連インフラ

更なる立地促進のための環境整備に積極的に取り組んでいる

新たな産業団地の整備 基幹道路の整備促進
ひょうご小野産業団地
• 県と小野市の役割分担の下、新たな産業団地を整備

高度IT起業家の開設支援
イノベーション創出が可能な高度技術を有するIT起業家等の定着・集積を
促進

主要都市へのおよその
所要時間（自動車）
主要都市へのおよその
所要時間（自動車）

(注) 所要時間はおよその目安です

小
野
市
場
地
区

福岡 東京

岡山 大阪
(梅田)

姫路 神戸
(三宮)

6時間30分

100分

45分 45分

60分

7時間

高度IT事業所
開設支援 ITカリスマ誘致 コワーキングスペース

開設支援
• IT起業家等による新たな

ビジネスイノベーション創出
を支援

• IT事業所の集積、成長
型起業家等の育成、県
内IT事業所へのアドバイ
ス、コーディネート等ができ
るカリスマ人材を誘致

• IT起業家等を対象とした
コワーキングスペース開設
を支援

北近畿豊岡自動車道
山陰近畿自動車道
大阪湾岸道路西伸部
神戸西バイパス
東播磨道
名神湾岸連絡道
播磨臨海地域道路

神戸空港の活性化
神戸空港の運営権売却により、平成30年4月から
(株)関西エアポートによる関西3空港の一体運用が開始

規制緩和規制緩和

移動時間の短縮による
地域間交流の促進

インフラの充実を武器に、
産業誘致を促進

一体運用により、神戸空港の
規制緩和が行われることが期待
2025(大阪・関西万博)までに
国際線就航を検討

神戸空港 関西国際空港

現在の規制

NEXCO西日本提供

主な産業政策～①「呼びこむ」(企業立地の促進)～
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造船、鉄鋼といった重厚長大産業で日本の成長を牽引した兵庫県は、産業構造が変わる中、先端分野での技術開発でも先駆者を
目指している。

分野 H28 R2目標
航空・宇宙 1,727億円 2,400億円

ロボット 408億円 610億円
環境エネルギー 2,522億円 2,960億円

健康・医療 654億円 870億円

ものづくり産業の厚み ひょうご次世代産業高度化プロジェクト

事業内容事業内容

予算額予算額

相談窓口の設置、専門家派遣による技術支援、
補助金による技術開発、人材育成、販路開拓 等
23事業、12億円（平成30~令和2年）

【参考：県内生産額の目標】

本県経済の持続的な発展を図るため、先端分野での産業振興や雇用
創出、人手不足対策を実施

製鉄・鋼板

発電用タービン 太陽光発電パネルリチウムイオン電池 鉄道車両用電装品

播磨

丹波

但馬

摂津
(神戸・阪神)

淡路

2,980億円

4,652億円

8兆1,573億円

6兆1,308億円

3,941億円

鉄道車両
車載用蓄電池

ニッケル電池

航空機ｴﾝｼﾞﾝ・機体
産業用ロボット

カーナビ

創薬・医療

モーターバイク

雇用創出 (平成30~32年)雇用創出 (平成30~32年) 650人（正社員）

主な産業政策～②「育てる」(次世代産業の育成)～

順位 都道府県 出荷額（百万円） 全国シェア
1 東 京 524,729 25.5%
2 愛 知 456,173 22.1%
3 岐 阜 267,491 13.0%
4 兵 庫 170,186 8.0%
5 栃 木 157,304 7.6%

航空・宇宙産業
平成28年の兵庫県の航空機産業出荷額は全国4位

宇宙分野でも、H-2ロケットの温度センサーやバネ、国際宇宙ステーションの
空調装置などで県内企業の技術が採用

施策施策

課題課題 品質管理の認証取得に資金面、人材面での多大な負担

航空・宇宙産業参入に必要な情報提供、認証取得や
技術者養成の費用補助、企業への専門家派遣 等
国際認証規格（NAS410）に準拠した国内初の
訓練機関の開設
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放射光・スパコン相互利用
高度技術者養成 等
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ロボット産業 健康・医療産業
20年後には年間10兆円規模の市場となる見込み
今後需要が高まる介護・福祉、生活支援などのサービス分野において、
ものづくり基盤技術の連携・融合を促進

施策施策

震災からの復興事業として、「神戸
医療産業都市」を形成。現在は
約350社・団体が集積し、日本
最大級の医療クラスターに成長
さらなる高みに向けて、専門病院群
の整備が加速(国際がん医療・
研究センター、神戸アイセンター、
神戸陽子線センター)
先進的な治療とともに、手術支援
ロボットなど医療資機材の開発も進む

施策施策

課題課題 新たなビジネスの創出
海外展開
人材育成
専門家によるビジネス
マッチング
試作費補助
ビッグデータ等高度人材の育成
医療産業都市への就職セミナー実施

進出企業・雇用者数の
推移と経済効果

0
25,000
50,000
75,000

100,000
125,000

2010年 2015年 2020年 2025年 2035年

サービス分野 農林水産分野
ロボテク（RT）製品 製造分野

（億円） ロボット産業の市場予測

主な産業政策 ～②「育てる」(次世代産業の育成)～

AI・IoT
2030年には国内市場だけで現行の25倍近い87兆円市場へ発展を見込む
本県では、機械の稼動状況の把握や工具の管理といった簡単なIoT導入
から始め、人手不足や生産性向上など中小企業の課題解決に繋げる

県・神戸市連携による AI、IoT、ロボット導入支援

3. マッチング

4. 専門人材育成 民間団体等

活性化センター1. 総合相談窓口

2. 実証・導入支援【モデル事業支援】

• コーディネーター (企業OB、
ITエンジニア等）による技術指導、
助言

• 現場での実証（概念実証、テスト
ベッド、モデル事業等）を伴走型で支援

• 大学、専門学校等と連携した開発支援
• 先進事例をユースケースとして公表 • IoT、AI等の技術革新に対応できる人材の育成

（情報系の大学、専門学校との連携）

• 中小企業のニーズと神戸に集積するIT企業等の
シーズをマッチング

ものづくり
中小企業

IT企業・
ベンチャー等

IT活性化センター (商談会など)

NIRO

マッチング

ニーズ シーズ

環境・次世代エネルギー産業
県内には発電関係(プラント・タービン等)、大気・水質・土壌汚染防止等の
環境保全、再生可能エネルギーに係る要素技術(蓄電池、太陽電池等)を
有するメーカーが多く集積。県内名目総生産の10％を占める
大林組と川崎重工業が、神戸市ポートアイランドで水素発電プラントを設置、
周辺施設に電気と熱を供給する実証実験が行われた(NEDO助成事業)
豪州の未利用褐炭から水素を製造し、液化水素運搬船にて神戸空港島
まで大量輸送する技術実証も2020年度に行われる(NEDO助成事業)

施策施策

課題課題 水素社会本格化、電気自動車の進展に伴う蓄電池市場の
拡大への対応
試作品開発支援、高度人材育成支援、JICAとの連携など
を通じた県内企業の海外展開支援 等

提供：HySTRA提供：川崎重工業

(単位:億円)

(単位:人) (単位:社)

進出企業・団体
363社

2019年
9月末

雇用者数
11,000人

2019年
3月末

研究者数 約2,700人
医療従事者数 約3,400人

1,251
45

1,532
53

1,041
35

409
13
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主な産業政策～③「支える」(多彩な科学技術基盤)～

神戸ポートアイランド
スパコン「京」「富岳」

金属新素材研究センター
（兵庫県立大学内）

航空産業非破壊トレーニングセンター
（兵庫県立工業技術センター内）

播磨科学公園都市
SPring-8
SACLA

科学技術専任部署の設置（H2～）

特定先端大型研究施設※のうち3施設を
兵庫県に誘致し、2大知的創造拠点を形成

産業ニーズに対応し研究・訓練施設を新設

※ 「特定先端大型研究施設の共用の促進に関する法律」に基づき、特に重要な大規模
研究施設を指定し、施設の整備や共用のために必要な経費の措置等を通じて、
産学官の研究者等による共用を促進

全国2番目の設置

大型放射光施設 SPring-8
Ｘ線自由電子レーザー施設 SACLA
スーパーコンピューター 京

兵庫県兵庫県

茨城県茨城県

航空産業非破壊検査トレーニングセンター（H29.12～）航空産業非破壊検査トレーニングセンター（H29.12～）

金属新素材研究センター（R元.6月開設）金属新素材研究センター（R元.6月開設）

国際認証規格（NAS410）に準拠した国内初の
訓練機関として、非破壊試験技術者を養成
機械加工や熱処理などを手掛ける中小企業が非破壊検査も
担えれば、検査のたびに大手メーカーに部品を戻す「ノコギリ発注」
ではなく効率的な生産が可能

本県最大の産業である金属素材製造加工企業が集積する
「ひょうごメタルベルト（神戸～姫路）」の発展のため、金属
新素材や、3D造形技術の開発を行う研究・開発拠点を設置

大強度陽子加速器施設 J-PARC
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世界的な光化学の研究拠点 「播磨科学公園都市」

兵庫県立大学
高度産業科学技術研究所

兵庫県立粒子線医療センター

学術研究から産業応用まで
多くの分野で放射光を利用した
研究を実施
県も県ビームラインや研究施設を
設置し、県内企業を含めた産業
利用を促進

理化学研究所
放射光科学研究センター

量子科学技術研究開発機構
関西光科学研究所(播磨地区)
高輝度光科学研究センター
兵庫県放射光研究センター
兵庫県立大学
高度産業科学技術研究所
兵庫県立粒子線医療センター

立地企業

24社（H31.4.1時点）

大型放射光施設 SPring-8
X線自由電子レーザー施設
SACLA

放射光施設 ニュースバル

兵庫県放射光研究センター

SPring-８
SACLA

主な研究機関等
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スーパーコンピュータ「京・富岳」と産業利用支援

心臓
シミュレーション

革新的創薬の
開発

製品設計の
効率化

地震・津波の
被害予測

地球規模で
大気の動きを再現

平成20年1月、県・神戸市・神戸商工会議所が共同で
「計算科学振興財団」を設立
高度計算科学研究支援センターに、産業利用専用の小型スパコン
FOCUSを設置し、「京」・ポスト「京」利用へのステップアップを支援

ポスト「京」の概要（2021年頃運用開始）

平成24年9月からスーパーコンピュータ「京」が供用を開始し、大規模シミュレーションを用いた研究開発により、社会的・科学的に画期
的な効果を創出
平成26年4月から「京」の後継機として、世界最高水準の汎用性のあるスーパーコンピューター「富岳」 の開発が開始

「京」による主な成果

「京」の概要

演算性能演算性能

開かれたスパコン開かれたスパコン

10ペタFLOPS級 = 1秒間に1京(けい)回の演算性能！
従来不可能であった精度の高いシミュレーションが可能となり、
新発見や新たな研究への道を開拓

国内外の研究者に開かれた
スーパーコンピュータ
幅広い研究機関・大学・企業
などの研究者・技術者が利用中

世界最高水準の汎用性のあるスーパーコンピュータ世界最高水準の汎用性のあるスーパーコンピュータ

創薬や防災、産業競争力の強化などを実現するシミュレーションに加え、
新しい利用分野であるAI・ビッグデータの基盤としての利活用を期待
最大で「京」の100倍の実効性能を目指す

「富岳」が達成できること「富岳」が達成できること

健康長寿社会の
実現 防災・環境問題

エネルギー
問題基礎科学の発展 産業競争の強化

計算科学振興財団
による産業利用支援

AI・ビッグ
データ



外国人観光客の増加
外国人観光客は大きく増加。全国平均と遜色のない伸び率を記録

ひょうごゴールデンルート + 東側ルート
神戸・姫路・城崎をつなぐルートおよび東側ルート（出石・丹波・篠山・
三田・宝塚・伊丹・尼崎）のＰＲで訪日外国人観光客の増加を図る
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姫路城

神戸ハーバーランド
メリケンパーク

城崎温泉 城崎

姫路
神戸

0%

50%

100%

150%

200%

250%

0人

300,000人

600,000人

900,000人

1,200,000人

1,500,000人

1,800,000人

H24 H25 H26 H27 H28 H29

兵庫県（客数）

兵庫県（伸び率・右軸）

全国（伸び率・右軸）

※ 伸び率はH24対比

神戸港へのクルーズ船の寄港増加、姫路城や城崎温泉の人気等により、概ね全国伸び率を上回って推移
神戸、姫路、城崎の３地点をつなぐ「ひょうごゴールデンルート」および城崎～神戸を結ぶ東側ルートをPRし、さらなる県内周遊を促進
日本遺産をはじめとする兵庫の遺産、スポーツツーリズム等を効果的活用し、国内外観光客の増加を図る

篠山城大書院

出石永楽館
（歌舞伎）

宝塚歌劇場

観光振興 ～ インバウンド対策 ～



日本遺産をはじめとする兵庫の遺産を活用した誘客

地域の歴史的魅力や特色を通じて日本の文化・伝統を語るストーリー「日本遺産」 として、全国最多の８か所が登録

22

観光振興 ～ 全国最多の日本遺産 ～

播但貫く、銀の馬車道 鉱石の道

丹波篠山デカンショ節

丹波立杭焼

荒波を越えた男たちの夢が紡いだ
異空間(北前船寄港地)

日本海の風が生んだ絶景と秘境

西国三十三所観音巡礼

国生みの島・淡路

「日本第一」の塩を産したまち
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観光振興 ～ゴールデンスポーツイヤーズの到来～

ラグビーワールドカップ2019
2019年9月20日～11月2日
神戸、大阪など12会場で開催
2019年10月3日 ロシア V.S. アイルランド
神戸で開催県内(淡路市)で
ロシア代表の合宿受入

東京オリンピック・パラリンピック

2020年7月24日～8月9日
(オリンピック)
2020年8月25日～9月6日
(パラリンピック)

ワールドマスターズゲームズ2021関西

2021年5月14日～5月30日

関西地域 (兵庫、大阪、京都など)

概ね30歳以上のスポーツ愛好者

陸上競技、水泳、自転車など34競技58種目

5万人 (うち海外から2万人)

大会マスコット
「スフラ(Sufula)」

開催期間 開催期間

県内 事前
合宿の招致 10市町

開催期間

開催地

参加資格

競技種目

目標参加者数

アーチェリー、柔道、 自転車等
鳥取県

陸上競技、水泳、野球、
バスケットボール、テニス、卓球、
ビーチバレー等

兵庫県

カヌー、ボート、ソフトボール、
ホッケー等

滋賀県

陸上競技、バドミントン、
空手、カヌー、自転車等

京都府

サッカー、自転車、ラグビー
フットボール等

大阪府

綱引、カヌー
奈良県

クレー射撃

岡山県

ハーフマラソン、ヨット、
ウインドサーフィン等

和歌山県

ゴルフ、ボウリング、
トライアスロン等

徳島県

2019

2020

2021
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観光振興 ～大阪・関西万博（2025年日本国際博覧会）～

いのち輝く未来社会のデザイン
① 多様で心身ともに健康な生き方
② 持続可能な社会・経済システム
未来社会の実験場

2025年5月3日～11月3日（185日間）

大阪・夢洲（ゆめしま）

2,800万人（うち海外350万人）

関西パビリオンの設置
サテライト会場の設置
海上アクセス、瀬戸内クルーズ
関西３空港のさらなる活用 など

開催概要 テーマとコンセプト

開催期間

開 催 地

来場者数
※ 万博会場と連携した取組を関西全体で展開

テーマ

サブテーマ

コンセプト

京都駅

新大阪駅

伊丹空港

京都府
兵庫県

新神戸駅

神戸空港

至福岡

鳥取県

岡山県

奈良県

大阪府

大阪夢洲

関西国際空港

今後検討すべき
課題

新幹線



兵庫2030年の展望 ～「すこやか兵庫」の実現～
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兵庫県を取り巻く環境が大きく変わる中、2030年の目指す姿や新たな兵庫づくりの基本方針等を定めた「兵庫2030年の展望」を策定
適切な行財政運営のもと、「兵庫2030年の展望」の目指す姿、「すこやか兵庫」を実現する施策を展開

兵庫2030年の展望の全体図

「暮らしの質」の追求
豊かな生活ができる

兵庫を実現

2

交流五国
地域間や世界との交流が拡大
陸海空の交通インフラが充実

豊かな生活空間11
二地域居住等が拡大
世代間交流が広がる地域

10

「ダイナミックな交流・還流」

「ダイナミックな交流・還流」の拡大
活躍の舞台が広がる

兵庫を実現

3
「未来の活力」の創出

人口が減っても活力が持続する
兵庫を実現

1

めざす姿

基本方針

兵庫の
2030年の姿

「未来の活力」

価値創造経済

2

4

全員活躍社会
多様な働き方が実現

未来に挑む人づくり
地域と世界で活躍する力が育成
リカレント教育が充実

環境先進地8
次世代エネルギー社会を先導
森林資源の活用が拡大

御食国(みけつくに)ひょうご9
農水産業が基幹産業として発展
農のスマート化が進展

1

生涯現役

先端産業が集積
起業・創業が活発化

適切な行財政運営

「すこやか兵庫」の実現 ～五国を活かし 日本を先導 世界につなぐ～

進む健康長寿

充実する「自分時間」
ワーク・ライフ・バランスが実現
多様な形で過ごす「自分時間」

子育て安心社会5
子育て環境が充実
地域とつながる子育てが再生

「暮らしの質」

3

健康寿命が延伸
介護・医療体制が充実

6

7
防災、防犯、感染症対策等が強化

安全な暮らし

進む健康長寿



Ⅳ 令和元年度予算と発行計画



令和元年度当初予算の概要(一般会計)
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歳入
① 県税等（当初予算計上額：8,295億円［対前年度比：＋3.1％］）

好調な企業業績を反映し、法人関係税が増(+104億円)となるとともに、10月からの税率引き上げ等に伴い、地方消費税が増(+56億円)
となることなどにより前年度を246億円上回り、過去最高額を計上

② 地方交付税等（臨財債含む）（当初予算計上額：3,831億円［対前年度比：△6.6％］）
税収に連動して基準財政収入額が伸びることから、前年度を272億円下回る

③ 県債（当初予算計上額：1,238億円［対前年度比：+29.8％］）
国土強靱化のための3か年緊急対策に基づく公共事業の臨時的な増等により、前年度を284億円上回る
なお、収支均衡を達成するまでの間発行していた財源対策債は、平成30年度に引き続き発行しない。

歳入の内訳

区 分
令和元年度 平成30年度

Ａ－Ｂ
（億円） Ａ／Ｂ予算額 Ａ

（億円） 構成比 予算額 Ｂ
（億円） 構成比

県税等 8,295 42.9% 8,049 42.6% 246 103.1%
うち県税 7,380 38.1% 7,232 38.3% 148 102.0%

地方交付税等 3,831 19.8% 4,103 21.7% △272 93.4%
地方交付税 2,854 14.7% 2,979 15.8% △125 95.8%
臨時財政対策債 977 5.0% 1,124 6.0% △147 86.9%

地方特例交付金等 328 1.7% 275 1.5% 53 119.3%
国庫支出金 1,786 9.2% 1,601 8.5% 185 111.6%
県債 1,238 6.4% 954 5.1% 284 129.8%

通常分 997 5.2% 954 4.9% 43 104.5%
防災・減災・国土強靱化緊急対策事業債 123 0.6% 0 0.0% 123 皆増
緊急自然災害防止対策事業債 118 0.6% 0 0.0% 118 皆増

その他の収入 3,876 20.0% 3,899 20.6% △23 99.4%
うち中小企業制度資金貸付金償還金 2,531 13.1% 2,712 14.4% △181 93.3%

合 計 19,354 100.0% 18,881 100.0% 473 102.5%
（注１）臨時財政対策債は、地方財政対策として地方交付税から振り替えられたものであり、後年度に全額が地方交付税措置されることから、地方交付税等として整理している。
（注２）「県債」からは、臨時財政対策債を除く。
（注３）防災・減災・国土強靱化緊急対策事業債（補助）：充当率100％・交付税措置率50％ 緊急自然災害防止対策事業債（単独）：充当率100％・交付税措置率70％



令和元年度当初予算の概要(一般会計)
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歳出
① 人件費（当初予算計上額：4,666億円［対前年度比：△0.4％］）

退職見込者数の減により退職手当が減(△22億円)となったこと等から、前年度を18億円下回る
② 行政経費（当初予算計上額：7,737億円［対前年度比：+0.8%］）

中小企業制度融資における融資残高の減少に伴い貸付金が減(△180億円)となる一方、幼児教育の無償化などの制度充実や自然増による社会保障
関係費の増(+140億円)、参議院議員通常選挙の実施(+20億円)等により前年度を63億円上回る

③ 投資的経費（当初予算計上額：2,241億円［対前年度比：+18.9％］）
地方財政計画の水準を基本としつつ、防災・減災対策を積極的に推進するため、臨時・特別分として国庫補助事業(236億円)と、県単独事業(120億円)
を別枠で確保すること等により前年度を357億円上回る

④ 公債費（当初予算計上額：2,740億円［対前年度比：+2.2%］）
平成27年度に発行した臨時財政対策債の元金償還開始等による元金の増により前年度を59億円上回る。なお震災関連公債費は452億円を計上

歳出の内訳

区 分
令和元年度 平成30年度 Ａ－Ｂ

（億円） Ａ／Ｂ予算額 Ａ
（億円） 構成比 予算額 Ｂ

（億円） 構成比

人件費 4,666 24.1% 4,685 24.8% △19 99.6%
行政経費 7,737 40.0% 7,673 40.7% 63 100.8%

うち社会保障関係費 3,252 16.8% 3,112 16.4% 141 104.5%
うち中小企業制度資金貸付金 2,531 13.0% 2,712 14.4% △181 93.3%
うち参議院議員通常選挙事務費 20 0.1% 0 0 20 皆増

その他経費 1,970 10.2% 1,956 10.3% 13 100.7%
うち税交付金・還付金等 1,351 6.9% 1,441 7.7% △90 93.7%

投資的経費 2,241 11.6% 1,885 10.0% 357 118.9%
普通建設事業費 2,105 10.9% 1,775 9.4% 330 118.6%

国庫補助事業 1,256 6.4% 1,030 5.4% 226 121.9%
通常事業 1,020 5.2% 1,030 5.4% △10 99.1%
防災・減災・国土強靱化緊急対策 236 1.2% 0 0.0% 236 皆増

県単独事業 850 4.3% 745 3.9% 105 114.1%
通常事業 570 2.9% 570 3.0% 0 100.0%
緊急自然災害防止対策等 280 1.4% 175 0.9% 105 159.9％

災害復旧事業 135 0.7% 109 0.6% 26 124.0%
公債費 2,740 14.1% 2,681 14.2% 59 102.2%

合 計 19,354 100.0% 18,881 100.0% 474 102.5%



5年・10年債運営方針の見直し
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(単位：億円)

今年度5年・10年債は全て「主幹事方式」での発行を採用今年度5年・10年債は全て「主幹事方式」での発行を採用

幅広い投資家との対話に基づく起債運営を重視し、昨年度まで入札方式で発行していた10年債を今年度
は全て「主幹事方式」での発行を採用
5年債も同様に投資家との対話を重視すべく、「主幹事方式」での発行を採用

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計

5年債 100 - 100 - 200

10年債 - 100 - 100 - 100 - 100 400

令和元年度 5年・10年債発行計画

今年度の5年・10年債発行実績

4月 5月 8月 10月
年限 5年 10年 10年 5年 10年

条件決定日 4月5日 5月16日 8月8日 10月10日 10月10日
発行額 100億円 100億円 100億円 100億円 100億円
利率 0.010% 0.105% 0.06％ 0.001% 0.05%

スプレッド - 16bp(C+15bp) - - -
最終需要倍率 4.5倍程度 1.8倍程度 3.6倍程度 7.0倍程度 6.5倍程度

※赤字は確定、黒字は予定

今後の発行予定

第4四半期分の10年債100億円に
ついては、今後の市場動向を踏まえ、
時期等について決定予定



発行計画/予定
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4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計

5年債【再掲】 100 - 100 - 200

10年債【再掲】 100 100 100 100 400

超長期債
200

30年定償
0.504%

150
20年満括
0.352%

100
20年定償
0.200%

150
30年定償
0.374%
100

30年満活
0.446%

100
20年満括
0.200%

200 1,000

共同発行 50 100 0 50 50 50 50 50 50 50 50 50 600

県民債(5年債) - 0
銀行等引受債 481 100 476 700 443 2,200

合計 4,400

令和元年度の発行総額は4,400億円程度を計画(令和元年9月時点)
令和元年度 民間資金発行計画

(単位：億円)

今後の超長期債の発行予定(5・10年は前頁ご参照)

※赤字は確定、黒字は予定

下半期分については、10月中旬～下旬頃決定予定
銀行等引受債

概ね6・9・12・3月の四半期毎に200～400億円程度、コンペ
方式(※1)の調達を予定しており、調達の前の月初旬(例:6月
調達分であれば5月初旬)に募集する条件についてシ団各社
(※2)に通知

※1 コンペ方式：複数の募集年限・償還方式を発行体から提
示し、シ団各社に 選択・提案してもらう方式

※2  証書：三井住友銀行等親密銀行・信用金庫等
証券：公募債取扱社のうち親密証券会社10社



超長期債の発行実績と資金調達額推移
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今年度の超長期債発行実績

市場環境や需要動向・配分見込みを踏まえ、機動的な運営を実施。少しでも多くの投資家様にご満足いただける運営を目指す

投資家の需要動向を踏まえて、定時償還債を含めた幅広い年限を発行。需要状況に応じて柔軟に発行額を決定。
H31年4月30年定償債やR元年6月20年債、 R元年7月30年定償債では、多数の購入意向が寄せられたことから、投資家への配分を確保すべく増額を実施。

区 分
実 績 年間計画

H28 H29 H30 R1
市場公募債 2,650 1,700 1,500 1,600

5年 200 0 0 200
10年 700 400 300 400
超長期 1,750 1,300 1,200 1,000

共同発行 800 800 800 600
住民参加型(5年) 4 0 15 0
銀行等引受債 2,762 2,550 2,005 2,200

10年 1,680 1,620 1,305 1,100
10年超(超長期) 1,082 930 700 1,100

計 6,216 5,050 4,320 4,400

(単位：億円)

資金調達額推移

H31年4月 R元年6月 R元年6月 R元年7月 R元年7月 R元年9月

年限 30年定償 20年満括 20年定償 30年定償 30年満活 20年満活

条件決定日 4月12日 6月5日 6月7日 7月11日 7月29日 8月29日

発行額 200億円 150億円 100億円 150億円 100億円 100億円

利率 0.504% 0.352％ 0.200% 0.374% 0.446% 0.200%

スプレッド MS+19bp C+5.5bp - MS+19bp C+8bp -
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